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はじめに 

焼津市の庁舎は、昭和 44 年の本庁舎建設後、行政需要の拡大や平成 20 年の大井

川町との合併、耐震性能の劣る附属庁舎の閉鎖、解体等とこれに伴う庁舎機能の移

転などの経過を経て、本庁舎、大井川庁舎、アトレ庁舎など、分散化した状況とな

っております。 

また、現状の庁舎施設については、躯体・設備の老朽化、分散・狭あいによる市

民サービスと行政効率の低下など、物理的にも機能的にも様々な課題を抱えていま

す。 

このような課題の解決に向けて、新たな庁舎の整備に向けた検討を行うため、 

平成 24 年９月に有識者や各種団体からの代表、一般公募市民による委員及び市

職員で構成する焼津市新庁舎建設基本構想検討委員会（市民会議）を発足し、建設

基本構想の検討を進めてきました。 

また、焼津市では、平成 25 年 12 月に「焼津市公共施設白書」を作成して市のす

べての公共施設の状況を把握し、さらに平成 26 年 3 月には「焼津市公共施設マネ

ジメント基本計画」を策定するなど、公共施設のあり方について検討するとともに、

今後一斉に更新時期を迎えていく公共施設の再編などに取り組んでいるところで

あり、庁舎につきましても、その取り組みの一つに位置付けているところです。 

平成 27 年２月に、市民会議から３ヶ所の建設候補地を含む建設基本構想市民会

議案の提出を受け、これを原案として「まちづくり」、「防災面」、「利便性」、

事業費やスケジュールなどの「事業実施面」などから建設地を選定するとともに、

建設計画に向けた基本的な事項の検討を行い平成 27年 11月に基本構想の最終案が

まとまりました。 

構想案につきましては、市民説明会や広報臨時号でご説明するとともに、市議会

におけるご議論や、パブリックコメントを経て、このたび、内容を確定したところ

であります。 

建設基本構想の策定にあたり、貴重なご意見や真摯なご討議をいただきました焼

津市新庁舎建設基本構想検討委員会（市民会議）の委員の皆様をはじめ、アンケー

トなどにご協力いただきました市民の皆様や、関係各位に感謝するとともに、今後

も新庁舎の建設に向けて皆様の一層のご理解とご協力を賜りますよう、お願い申し

上げます。 

 

 

 

 

 

  

平成 28 年３月 

焼津市長 中野 弘道 
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序章 

 

１ 庁舎建設の検討の経緯 

 本市では、耐震性能に問題のある庁舎施設の耐震対策として庁舎機能の再配置を進める中、

議会や市民から庁舎の将来構想が問われた状況を背景として、平成 23年 3月に「焼津市の庁

舎のあり方に関する調査研究報告書」をまとめ、新庁舎の建設に向けた具体的な作業に着手

しました。 

 平成 23年度には、引き続き新庁舎建設に関する市議会における議論を背景として、新庁舎

建設基本構想の策定作業に取り組む方向となり、専門的な見地や市民各層からの意見を反映

させて基本構想案を作成するため、平成 24年９月に、学識経験者、市内公共的団体からの代

表、公募による市民、及び市職員を構成員とする「新庁舎建設基本構想検討委員会」を設置

しました。その際、建設地については、複数の候補地を選定することを目的としていました。 

その後、焼津市の公共施設全体の状況を把握するための「公共施設白書」（平成 25 年 12

月）を作成して市のすべての公共施設の状況を把握し、さらに「焼津市公共施設マネジメン

ト基本計画」（平成 26年３月）を策定して新庁舎建設をモデル事業の一つとして位置づける

などの経過を含め、同検討委員会による約２年半にわたる検討を経て、平成 27年２月に「焼

津市新庁舎建設基本構想市民会議案」（以下「市民会議案」という。）がまとまりました。

市民会議案においては、基本理念・基本方針、想定規模、３つの建設候補地、概算事業費等

の検討結果を示しています。 

 この市民会議案に基づき、さらに公共施設マネジメントの視点を絡めた整備ケースの整理、

建設地の選定、建設計画の具体化に向けた検討などを行い、ここに、焼津市新庁舎建設基本

構想（以下「基本構想」という。）を策定したものです。 

 

２ 基本構想の位置づけ 

 基本構想の骨子は次の表の中欄に掲げるとおりであり、これは、今後の基本計画、基本

設計等の作成においてその指針となるべきものです。 

また、この基本構想の原案となった市民会議案の内容、及び今後策定する基本計画にお

いて予定される内容の関連は、次のとおりです。 
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○基本構想の骨子と位置づけ 

市民会議案 

（平成 27 年２月） 

基本構想 

（平成 28 年３月） 

基本計画 

（検討予定案） 

第１章 

新庁舎建設の背景（必要性） 

第１章 

庁舎建設の必要性 

第１章 

庁舎建設の必要性 

第２章 

基本理念・基本方針・導入機

能 

第２章 

基本理念・基本方針・導入機

能 

第２章 

基本理念・基本方針・導入機

能 

第３章 

規模検討 

・地方債同意等基準 

第３章 

規模想定 

・地方債同意等基準による面

積規模 

 

第３章 

規模の設定 

・規模設定 

・諸室・備品リスト確認 

（各部門ごとの計画人数・面

積規模・備品内容） 

第４章 

建設候補地の検討 

・３候補地選定 

第４章 

建設地の選定 

・整備ケース（候補地での既

存施設の利活用、配置案等）

の想定と候補地の絞り込み 

・概算事業費、財源検討 

第４章 

機能検討 

・基本レイアウト 

・主要部分の空間計画 

（イメージパース） 

・導入機能（防災機能、環境・

省エネ、バリアフリー等）

の想定 

第５章 

新庁舎の建設計画の検討 

・駐車場台数 

・機能配置 

・概算事業費 

・設計時での配慮点 

第５章 

建設計画の具体化に向けて 

・設計時での配慮点 

・建設計画の見通し 

・機能分担と跡利用 

第５章 

建築計画 

・建設候補地での配置検討 

・建設方法、施設計画 

・設計時の留意点の確認 

第６章 

事業手法の考え方 

 第６章 

事業計画 

・事業手法 

・事業費 

・資金計画 

・事業スケジュール 等 
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第１章 新庁舎建設の必要性 

１ 庁舎整備の変遷と現状 

 本市の庁舎機能は、昭和 40 年代前期から中期にかけて建設した市役所本庁舎とこれに隣

接する議会庁舎（当時は市民センター）及び市役所別館の３施設を中心として配置されて

いたが、その後、災害対策本部としての設備機能を備えた保健センターを東小川１丁目に

建設、三ケ名にあった焼津市立総合病院を道原に移転・拡充整備、土地基盤整備事業の拡

大に伴い焼津市産業会館に土地区画整理事務所を配置、取得した旧焼津郵便局庁舎を福祉

教育庁舎とするなど、行政事務事業の拡大に伴って庁舎機能も臨機応変的に整備してきた。

また、東海地震など災害時への対応拠点として消防防災センターを石津に新設、同じく焼

津４丁目の水道庁舎を祢宜島に新設・移転するなど、庁舎施設の充実・整備も行った。 

 さらに、平成 20 年 11 月の大井川町との合併により、大井川地区住民への利便性を確保

すべく旧大井川町庁舎に市民サービスセンターを配置するとともに、手狭な庁舎を解消す

るため、市役所本庁舎の土木下水道部と福祉教育庁舎の教育委員会事務局を移転し、大井

川庁舎として活用を開始した。平成 24 年には、新庁舎の建設に向けた経過的な対応として、

耐震性能を欠く福祉庁舎・産業会館・議会庁舎・別館の解体を見越し、本町５丁目の再開

発ビルにアトレ庁舎を開設するとともに、本庁、大井川庁舎との間で組織の配置見直しを

行っている。 

 本市の庁舎機能は、このような庁舎再編の経過において、分散化が進んだ状況となって

いるとともに、施設本体の老朽化も顕在化している。平成 27 年４月現在の焼津市の庁舎機

能は、本庁舎、大井川庁舎、アトレ庁舎、保健センター、消防防災センター、水道庁舎、

下水処理場（管理棟）、焼津市立総合病院、大井川港港湾会館（大井川港管理事務所）な

ど複数の施設に分散しており、その概要は、次の表のとおりとなっている。 

表 1-1 現庁舎施設の概要                     （H27 年４月時点） 

施設区分 延床面積(㎡) 構 造 建築時期 庁舎機能 

本庁舎 4,944 Ｓ・ＲＣ６階 昭和４４年 市長室，副市長室，事務室等 

大井川庁舎 4,624 ＲＣ３階 昭和５９年 事務室，会議室等、議場 

アトレ庁舎 3,864 ＳＲＣ・Ｓ９階 平成 ２年 事務室等 

保健センター 2,030 ＲＣ３階 昭和５６年 事務室，検診室，相談室等 

消防防災センター 1,969 Ｓ・ＲＣ４階 平成１０年 事務室，通信室，災対室等 

下水処理場（管理棟） 2,398 ＲＣ３階 昭和５４年 事務室，会議室等 

水道庁舎 2,099 ＲＣ・ＳＲＣ２階 平成１９年 事務室，会議室等 

焼津市立総合病院 32,754 ＳＲＣほか６階 昭和５８年 診察室，手術室，事務室等 

大井川港港湾会館 467 ＲＣ４階 平成１１年 事務室，会議室等 

旧議会庁舎 3,586 ＲＣ４階 昭和４３年 （閉鎖） 

旧別館 1,966 ＲＣ４階 昭和４６年 （閉鎖） 

 

 

  

(注 1) アトレ庁舎、消防防災センター及び大井川港港湾会館の延床面積は、庁舎機能部分のみを掲載。 

(注 2) 建築物の構造：「Ｓ」鉄骨造、「ＲＣ」鉄筋コンクリート造、「ＳＲＣ」鉄骨鉄筋コンクリート造。 
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平成 20 年 11 月時点から平成 27 年４月現在までの庁舎の面積規模の変遷は、次の表に示

すとおりである。耐震対策に伴う庁舎の廃止や再編の過程として、庁舎面積はかなり減少

しており、現在の庁舎は狭あいなものとなっている。 

表 1-2 庁舎面積の変遷 

面積 (㎡) 

H20 年 
11 月 

H24 年 
1 月 

H24 年 
2 月 

H25 年 
1 月 

H25 年 
3 月 

大井川町
と合併 

福祉庁舎と
産業会館を
廃止・移転、
アトレ庁舎
開設 

別館の一
部を機能
移転 

議会庁舎
を廃止・
移転 

別館完全
廃止・会
議室棟完
成 

本庁舎 4,944 ○ ○ ○ ○ ○ 

旧議会庁舎 3,586 ○ ○ ○ △ △ 

旧別館 1,966 ○ ○ ○ △ △ 

旧福祉庁舎 2,234 ○ － － － － 

旧産業会館（B 棟） 409 ○ － － － － 

大井川庁舎 4,624 ○ ○ ○ ○ ○ 

アトレ庁舎（1、2 階） 3,864 
 

○ ○ ○ ○ 

会議室棟 672 
    

○ 

保健センター 2,030 ○ ○ ○ ○ ○ 

消防防災センター 1,969 ○ ○ ○ ○ ○ 

水道庁舎 2,099 ○ ○ ○ ○ ○ 

合計庁舎面積 23,861 25,082 23,116 19,530 20,202 

  

保健ｾﾝﾀｰを除く 21,831 23,052 21,086 17,500 18,172 

消防防災ｾﾝﾀｰを除く 21,892 23,113 21,147 17,561 18,233 

水道庁舎を除く 21,762 22,983 21,017 17,431 18,103 

保健ｾﾝﾀｰ・消防防災ｾﾝﾀｰ・水
道庁舎を除く 

17,763 18,984 17,018 13,432 14,104 

 

 

各庁舎の床面積による利用比率は、多い順に本庁舎（36.8%）、大井川庁舎（34.4%）、

アトレ庁舎（28.8%）であり、職員数による利用比率は、本庁舎（45.8%）、アトレ庁舎（43.1%）

大井川庁舎（11.1%）の順となっている。 
 

表 1-3 各庁舎の利用比率  （H27 年４月時点） 

庁舎 床面積(㎡) 割合(%) 職員数(人) 割合(%) 

本庁舎 4,944 36.8 232 45.8 

大井川庁舎 4,624 34.4 56 11.1 

アトレ庁舎 3,864 28.8 218 43.1 

合計 13,432 100.0 506 100.0 

保健センター 2,030  26  

消防防災センター 1,969  22  

水道庁舎 2,099  11  

(注 1) 新庁舎に勤務することが想定され得る組織のある庁舎関係施設及びその職員数を抽出。 

(注 2) 職員数には、臨時職員は含まない。 

（注）△は、一部を臨時的に使用。ただし面積には加算していない。 



5 

 

 

 

 

 

  

８保健センター 

７大井川庁舎 

６汐入下水処理場 

５旧産業会館 

４旧福祉庁舎 

図 1-1 焼津市の行政庁舎等施設位置図 

12 大井川港港湾会館 

焼津市の庁舎（耐震対策により解体済みのものを含む。）の位置図とその概要は、次の

とおりである。 

11 焼津市立総合病院 

10 水道庁舎 

９消防防災センター 

13 アトレ庁舎 

１市役所・２旧議会庁舎・３旧別館 
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表 1-4 焼津市の庁舎の概要 

地図表示番号 1 2 3 4 5 6 7 

施設区分 本庁舎 旧議会庁舎 旧別館 旧福祉庁舎 
旧産業会館 

（B 棟） 

下水処理場 

(管理棟) 
大井川庁舎 

建築年月 昭和 44 年 10 月 昭和 43 年 3 月 昭和 46 年 8 月 昭和 44 年 8 月 昭和 42 年 12 月 昭和 54 年 3 月 昭和 59 年 11 月 

建築年西暦 1969 1968 1971 1969 1967 1979 1984 

経過年数 45 48 43 45 48 36 30 

構 造 Ｓ・ＲＣ ＲＣ ＲＣ ＲＣ ＲＣ ＲＣ ＲＣ 

階 層 ６階 ４階 ４階 ３階(Ｂ１) ２階 ３階(Ｂ１) ３階 

床面積（㎡） 4,944 3,586 1,966 2,234 409 2,398 4,624 

耐震ランク 
Ⅰａ 

＊免震補強済み 
Ⅲ Ⅲ Ⅱ Ⅲ Ⅱ→Ⅰa Ⅰａ 

庁舎機能 

 

 

 

 

 

 

 

 

市長室 副市長室 

総務部 

(総務課、人事課、資

産経営課) 

未来創造部 

（政策企画課、秘書

課、広報広聴課） 

財政部 

（財政課、課税課、納

税促進課、収納対策

課、契約検査課） 

市民部 

(市民協働課、市民課、

保険年金課) 

水産経済部 

(産業政策課、水産課、

商業・観光振興課、農

政課) 

環境部 

（環境生活課、廃棄物

対策課） 

会計管理者 

（出納室） 

農業委員会事務局 

閉鎖（解体中） 閉鎖（解体中） H24 解体済み H25 解体済み 環境部 

(下水道課) 

市民部 

(大井川市民サー

ビスセンター) 

 

教育長室 

教育部 

(教育総務課、学

校教育課) 

 

生涯学習部 

（社会教育課） 

 

議会事務局 

正副議長室 

議場 

委員会室 

会派控室 

議会図書室 

 

監査委員事務局 

職員数 232     3 56 

       

地図表示番号 8 9 10 11 12 13 

施設区分 保健センター 
消防防災 

センター 
水道庁舎 

焼津市立 

総合病院 

大井川港 

港湾会館 
アトレ庁舎 

建築年月 昭和 56 年 10 月 平成 10 年 10 月 平成 19 年 8 月 昭和 58 年 1 月 平成 11 年 3 月 平成２年 12 月 

建築年西暦 1981 1998 2007 1983 1999 1990 

経 過 年 数 33 16 7 32 16 24 

構 造 ＲＣ Ｓ・ＲＣ ＲＣ・ＳＲＣ ＳＲＣほか ＲＣ ＳＲＣ・Ｓ 

階 層 ３階 ４階 ２階 ６階 ４階 ９階（１・２階利用） 

床面積（㎡） 2,030 6,654 2,099 32,754 1,470 3,864 

耐震ランク Ⅰｂ Ⅰａ Ⅰａ Ⅰａ又はⅠｂ Ⅰａ Ⅰｂ 

庁舎機能 

健康福祉部 

(健康増進課) 

 

 

 

総務部 

（情報政策課） 

 

危機管理部 

（危機政策課、危

機対策課） 

 

志太消防本部 

(予防課、情報指

令課) 

環境部 

(下水道課) 

 

水道部 

（水道総務課、

水道工務課) 

病院事業管理

者 

医務部 

診療技術部 

看護部 

業務管理セン

ター 

地域医療連携

センター 

事務部 

水産経済部 

（大井川港管

理事務所） 

市民部 

（くらし安全課） 

 

健康福祉部 

（地域福祉課、長寿

福祉課） 

こども未来部 

（子育て支援課、こ

ども育成課） 

都市基盤部 

（土木管理課、道路

課、河川課、都市計

画課、建築指導課、

住宅営繕課、区画整

理課、土地区画整理

事務所） 

職員数 26 22 42 664 5 218 

 

 

 

  

(注 1) 職員数は、平成 27 年 4 月現在の正規職員数。施設は平成 24 年 4 月現在のものを掲載。 

(注 2) 地図表示番号は、図 1-1「焼津市の行政庁舎等施設配置図」の番号を示す。 

(注 3) １～13 の施設内職員数は、1,294 人（その他保育園、学校、図書館等：186 人）。 

(注 4) 耐震ランクは、「Ⅲ」が、「耐震性が劣る」（倒壊する危険がある）とされる建物。 
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２ 現庁舎の課題 

本市の庁舎機能は、昭和 44 年の本庁舎建設後、行政需要の拡大や平成 20 年の大井川町

との合併などにより、附属庁舎の開設や分庁舎の開設を経て、分散化が進んできた。 

また、建物本体や設備の老朽化のみならず、耐震対策として耐震性能の劣る老朽庁舎の

解体と再配置を行った経過として、庁舎スペースは狭あいとなり、市民サービスや事務効

率の面において様々な課題のある状況となっている。 

 

（１）躯体・設備の老朽化 

各庁舎の建設時期をみると、昭和 40 年代から 50 年代に建設された庁舎が多く、庁舎

再編の過程において、経過年数が 40 年を超える庁舎は、本庁舎以外は解体済み又は解体

中となっている。建築後 30 年を経過している庁舎も多く、経年劣化により躯体や設備の

維持補修が必要となっている。本庁舎については、免震補強がなされているものの、建

築後 45 年を経過しており、法定耐用年数（50 年）が迫りつつある。 

 

表 1-5 各庁舎の経過年数                                        （H27 年４月時点） 

施設区分 建築年月 建築年西暦 経過年数 構造 

本庁舎 昭和 44 年 10 月 1969 年 45 年 Ｓ・ＲＣ 

旧議会庁舎（閉鎖・解体中） 昭和 43 年 3 月 1968 年 47 年 ＲＣ 

旧別館（閉鎖・解体中） 昭和 46 年 8 月 1971 年 43 年 ＲＣ 

大井川庁舎 昭和 59 年 11 月 1984 年 30 年 ＲＣ 

アトレ庁舎 平成 ２年 12 月 1990 年 24 年 ＳＲＣ・Ｓ 

保健センター 昭和 56 年 10 月 1981 年 33 年 ＲＣ 

消防防災センター 平成 10 年 10 月 1998 年 16 年 Ｓ・ＲＣ 

下水処理場（管理棟） 昭和 54 年 3 月 1979 年 36 年 ＲＣ 

水道庁舎 平成 19 年 8 月 2007 年  7 年 ＲＣ・ＳＲＣ 

焼津市立総合病院 昭和 58 年 1 月 1983 年 32 年 ＳＲＣほか 

大井川港港湾会館(港湾管理事務所) 平成 11 年 3 月 1999 年 16 年 ＲＣ 

 

 

 

 

表 1-6 鉄筋コンクリート造(ＲＣ)、鉄骨鉄筋コンクリート造(ＳＲＣ)の建物の耐用年数 

用途区分 法定耐用年数 

事務所用又は美術館用のもの及び下記以外のもの ⇒「庁舎」 ５０年 

住宅用、寄宿舎用、宿泊所用、学校用又は体育館用のもの ４７年 

劇場用、演奏場用、映画館用、舞踏場用のもの ４１年 

病院用のもの ３９年 

車庫用、工場用、倉庫用のもの ３８年 

 

  

(注１) 複数棟がある施設の建築年月は、主な棟の建築年月を記載している。 

(注２) 構造は「Ｓ」鉄骨造、「ＲＣ」鉄筋コンクリート造、「ＳＲＣ」鉄骨鉄筋コンクリート造。 

 

※ 減価償却資産の耐用年数等に関する省令(昭和 40 年財務省令第 15 号)より抜粋 
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（２）分散・狭あいによる市民サービスと行政効率の低下 

大富、大村、大井川への市民サービスセンターの開設、公民館への自動交付機の設置

などにより、一部窓口業務についての利便性の向上は図られてきているものの、庁舎が

各所に分散しているため、市民の利便性やサービスの低下、行政効率の低下を招いてい

る。 

多岐多様化している市民ニーズに対し行政の迅速な対応が求められている中、本市で

は行政部門が複数の庁舎に分散していることから、利用者の要件が各部局にまたがるよ

うな場合、庁舎間を移動する必要性が生じ、市民サービスの観点からは劣る状況となっ

ている。 

行政効率の面からも、行政組織が単体の庁舎にひとまとめになっている場合に比べ、

各部局間の連携や協議などにおいて業務効率が悪い状況となっている。また、本庁舎と

議場が離れていることにより、自治機能の中枢を担う議会機能の効率性が低下している

状況となっている。 

 さらに、高度化・多様化する行政ニーズに対応できる行政サービスとそれに伴う事務

量の増加やワンストップ化などに対し、組織・機構が配置できる空間構成になっていな

い状況にあり、改善が求められている。 

 

（３）高度情報化対応への限界 

施設設備の老朽化・分散や、行政事務の執行にとって狭あいなスペースは、高度情報

化社会に対応したネットワーク環境の拡張整備への対応にも支障を及ぼしている状況に

ある。高度情報化社会の進展により、パソコン等のＯＡ機器の導入が進み、それらに対

応できる機能的で高いセキュリティを備えた設備配備が求められるが、ＩＴ機器の設置

や電算システムの配備に伴うスペース、電気容量等の不足などにより、現庁舎ではネッ

トワーク環境の拡張に限界があり、事務の効率化に支障を来たすだけでなく、将来的な

ＩＴ化への対応に不安を抱えている状況となっており、施設の充実が求められている。 

 

（４）バリアフリー対応の不足 

本庁舎やアトレ庁舎では、多目的トイレ、手すりの整備など、高齢者や障がい者への

配慮が十分とは言えず、利便性に欠け、人に優しい施設整備が整っていない状況になっ

ている。 

また、現在は暫定的な措置として会議室棟（プレファブ２階建て）を設置しているが、

仮設のためバリアフリーへの対応は不充分である。 

 

（５）市民スペースの不足 

市民の参画と協働によるまちづくりが求められる中、狭あいな現在の本庁舎において

は、市民への情報提供や情報共有を進める情報公開コーナーは不充分であり、市民活動

を支えるための機能・設備を有していないなどの問題も生じている。市民との協働をサ

ポートしていくためのスペースも、設置が困難な状況にある。 

 

（６）駐車場の不足 

各庁舎の敷地面積が十分に確保できていないため、全般的に駐車場が不足している状
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況が見られ、自動車による来庁者が集中する場合には市民サービスの低下を招く状態と

なっている。市域を網羅する公共交通が充足していない状況や市民の生活スタイルから、

自動車による来庁者数の減少は考えにくい状況にある。 

 

（７）防災機能 

 現在の本庁舎敷地は、静岡県の第４次地震被害想定によるレベル１の津波では浸水想

定区域ではない。また、今後の津波防御施設の整備により、明確な記録が残る時代では

発生が確認されていない発生頻度が極めて低い最大クラスの地震によるレベル２の津波

でも浸水想定区域ではなくなるとされているが、行政サービスの拠点としてさらなる防

災機能の充実が求められている。 

 

 

３ 新庁舎建設の必要性 

前述のとおり、本市では、新庁舎の建設を見込みながら、耐震性能の劣る附属庁舎の閉

鎖、解体等とこれに伴う庁舎機能の移転により、過渡的な対応を図ってきた。現状の庁舎

施設については、このような庁舎再編の過程にあるとともに、前述のとおり、物理的にも

機能的にも様々な課題を抱えている状況となっている。 

 

また、焼津市と大井川町の合併に当たり、焼津市・大井川町合併基本計画（平成 20 年２

月）では、「公共的施設の適正配置と整備については、市民サービスの低下を招かないよ

う利便性などにも十分配慮し、地域の特性や地域バランス、さらには財政事情を考慮しな

がら検討します。なお、適正配置と整備の検討にあたっては、既存施設の有効利用、相互

利用、施設の機能分担、民間委託などによる管理運営方法などについても検討します。」

としている。 

本市では、平成 25 年度に、すべての市有建築物のデータを把握し、「公共施設白書」と

してとりまとめた上、平成 26 年３月に「焼津市公共施設マネジメント基本計画」を策定し、

将来に向けて公共施設の質と量を最適なものとするため、公共施設の再編に取り組んでい

く方針を示した。新庁舎の建設は、同計画におけるモデル事業の一つに位置付けており、

現状の庁舎施設における課題を解決するため、庁舎機能の統合を基本とした最適な庁舎を

整備するすることが必要である。 
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第２章 新庁舎の基本理念と基本方針 

 

１ 基本理念 

 基本理念は、庁舎のあり方や機能の基本的な考え方である。 

新庁舎は、行政サービスを継続的に提供するための施設であるとともに、行政の基本的

な使命でもある「市民の安全と安心」を守り、建物としては自然環境に配慮し、環境負荷

を与えないものとし、また、市民とともにまちづくりを行う協働の拠点として位置付けら

れる。 

この「安全安心」、「環境」、「市民協働」の３点を庁舎にあるべき基本的な機能と捉

え、新庁舎の基本理念を、次のように定める。 

 

 

市民の安全と安心を守り、人と環境にやさしく、 

協働の拠点として市民に親しまれる庁舎 

 

 

 

２ 基本方針 

 基本理念を達成するために、次の６つの基本方針に基づき、行政サービスを継続的に提

供する新庁舎の建設を目指す。 

 

①防災拠点機能を備えた庁舎 

・災害に強く防災拠点にふさわしい安全な庁舎 

・防災設備等を備え市民の安全・安心を支える拠点としての自立した庁舎 

・防災情報ネットワーク機能が充実した庁舎 

 

②すべての市民に開かれた庁舎 

・ユニバーサルデザイン1を取り入れ、すべての人にバリアフリーな庁舎 

・サイン計画2を施すなど、分かりやすさに配慮した庁舎 

・市民の憩いの空間も備えた庁舎 

 

③地球環境にやさしい庁舎 

・省エネ機器や省エネ構造の採用によりエネルギー消費を抑えた庁舎 

・太陽光発電などの自然エネルギーを活用する庁舎 

・資源の有効活用や、廃棄物の排出抑制に配慮した庁舎 

・自然光や緑を取り入れた、人にも環境にもやさしい庁舎 

 

 

                                                      
1 ユニバーサルデザイン：言語の違い、老若男女の差異、障害の有無を問わず、だれでも利用することができ
る設計デザイン。 

2 サイン計画：統一したデザインにより場所、行き方などを分かりやすく案内する方法。 



11 

 

④市民に親しまれ市民協働の拠点となる庁舎 

・市民参加や協働によるまちづくりなど市民と行政の協働を促す拠点となる庁舎 

・位置的にも市民が来庁しやすく、市民に親しまれる庁舎 

・市民活動に活用されるスペースも有する庁舎 

 

⑤機能性・効率性の高い庁舎 

・簡素でわかりやすい組織と諸室を配置した庁舎 

・より良い市民サービスを行うため、事務効率の高い機能的な庁舎 

・組織改編や社会ニーズの変化に柔軟に対応できる庁舎 

・高度情報化社会に対応した庁舎 

・長寿命化対策を施し、ライフサイクルコスト3を抑えた経済的な庁舎 

 

⑥新たなまちづくりにつながる庁舎 

・まちの発展や地域経済の活性化に寄与する庁舎 

・周辺の地域資源とともに立地環境を活かした庁舎 

・活力と自然の恵みに満ちたまちづくりに寄与する庁舎 

 

 
  

                                                      
3 ライフサイクルコスト：建物の設計・建設費の他、運用費、一般管理費、保全費、修繕・更新費等、竣工後
から解体廃棄までの期間にかかる総費用。 
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３ 導入機能 

 基本理念・基本方針をふまえ、新庁舎に導入する庁舎機能は、次に示す 10 の機能から構

築する。 

 

表 2-1 導入機能 

想定機能 内容 主な諸室名称 

① 執務機能 

 

(1) 将来の行政需要の変化や職員の増減に柔軟に対応

できる執務スペースとする。 

(2) 打合せスペース、共用会議室、印刷等の作業スペ

ース、効率的な収納スペースを配置する。 

○事務室 

○会議室 

○印刷室 他 

② 窓口機能 

(1) 低階層へ窓口機能を集約するとともに、分かりや

すい誘導サインによって、ワンストップ化を図る。 

(2) プライバシーが確保できる窓口、相談室等を配置

する。 

○受付 

○窓口 

○相談室 他 

③ 議会機能 

 

(1) バリアフリー化等により、傍聴機能の充実を図る。 

(2) 情報提供機能、閉会時の多目的利用機能を整備す

る。 

○議場 

○委員会室 

○正副議長室 他 

④ 防災機能 

 

(1) 防災拠点として必要な建物性能や関連諸室、設備

を備える。 

(2) 生活支援物資等の備蓄機能を整備する。 

○防災対策室 

（防災会議室・情報管理・業務室） 

○一時避難スペース 

○備蓄倉庫 

⑤ 職員に対す

る機能 

(1) 働きやすく職員にやさしい設備と環境の保持を図

る。 

(2) 休憩室・更衣室等福利厚生施設を整備する。 

○休憩室・更衣室 

 

⑥ 市民に対す

る機能 

 

(1) 市民に親しまれる庁舎となるよう、交流・憩いの

場としての機能を整備する。 

(2) 多目的利用スペースや、情報提供拠点、市民活動

をサポートする機能を整備する。 

(3) 焼津市をアピールするシンボルとしての機能を整

備する。 

○多目的スペース 

（交流・打合せの場） 

○情報提供スペース、情

報公開コーナー 

（交通部分活用）  

○売店 等 

⑦ 倉庫機能 

(1) 物品・資機材等の保管倉庫としての機能を整備す

る。 

(2) 保存文書等の保管庫としての機能を整備する。 

○資料室 

○書庫 

○倉庫 等 

⑧ 環境との共

生機能 

(1) 省資源・省エネルギーなど、環境に配慮した設備・

機器やシステムを導入する。 

(2) 自然光や緑を取り入れるなど、周辺環境との調和

を図る。 

（設備・機械室等に機器

を設置） 

⑨ 庁舎維持・

セキュリテ

ィ機能 

(1) 庁舎維持に必要な設備とセキュリティ機能を整備

する。 

(2) 情報関連設備の拡充等に対応できるスペースと設

備環境を整備する。 

（設備・機械室等に機器

を設置） 

⑩ 駐車場等機

能 

 

(1) 必要台数を確保し、安全で誰にも使いやすい駐車

場・駐輪場を整備する。 

(2) 公共交通機関の利用者にも使いやすい施設を整備

する。 

（庁舎外・敷地内で確

保） 

 

 

  


